












Nishi Amane’s New Idea of the Modern Japanese Military Conscription System:  
An Analysis of Heifuron
Shinko TANIGUCHI
Abstract
　One of the greatest challenges for the early Meiji leaders was the restoration of the military of early modern 
samurai vassals to include ordinary people. The government decreed Choheirei (Conscription Act) of 1873, which 
ruled that all males could be drafted into military conscription at the age of twenty. Even after the revision of Cho-
heirei in 1879, several exemption articles remained; as a result, the number of exemptions from military service 
amounted to more than 280,000 in 1879.
　Nishi Amane, a modern scholar, worked in the Rikugunsho (the Ministry of the Army) and Sanbo-honbu (the 
General Staff Office) as a military bureaucrat when he gave a series of Heifuron (Discussion of Military Service) 
lectures at the Kaikosha (Army Club) between 1878 and 1880. In the latter part of a Heifuron in 1880, Nishi pro-
posed a new conscription plan using the most recent volunteer data. The aim was to establish a spirited national 
army of approximately 300,000 eighteen-year-old males, excluding the imperial family, because military service 
is a citizen’s obligation to maintain Japan’s independence. According to his statement, 25,000 would serve for one 
year and four months, and 275,000 would engage in six months of military training. As a government official, 
Nishi recognized the need to strengthen the Japanese defense forces.
　Some exemption articles were deleted during the second revision of Choheirei in 1883 after the concept of a 
national army was introduced, and an exemption policy was considered at Genroin (the Chamber of Elders), 
meaning that part of Nishi’s new idea was indeed realized.










































































　10年 1月から陸軍省第 1局（通報、軍務、庶務が任務）第 5課長（第 5課は翻訳、通弁担当）と参謀局第
















　西は明治 11年 9月 15日、偕行社で行った「兵賦論」講演の第 1回目で、国会が開設されれば陸軍の論題
になるのは兵賦であり、徴兵制のあり方は陸軍省の予算額や内務省・大蔵省の業務にも関連してくるので、人
力の調達、軍隊を養うための衣食住と兵器の調達、城堡等の建設について、早急に検討しなければならないと















　第 1回講演は約 1ヶ月後の「内外兵事新聞」166号（明治 11年 10月 20日）に掲載された。以後も講演記
録は「内外兵事新聞」に載り、289号（明治 14年 2月 27日）が最終回である。第 9回の講演が 202号（明
治 12年 6月 29日）に掲載されていることから、第 1回から第 9回まではほぼ 1ヶ月に 1回講演し、第 13回
の最後に「将ニ来年ヲ待テ本題ニ入ラントス」とあるので、第 14回以降は明治 13年の講演と考えられる。






　以上から、「兵賦論」が明治 11年 9月 15日以降、2年数ヶ月にわたって講演され、徴兵制構想を展開した
のは明治 13年であったと結論できる。本論では西周の第 1回全集編纂用の謄写本を底本とした、『西周全集　
第三巻』所収の「兵賦論」を使用する。
　ところで「兵賦論」を講演していた時期、西はどのような立場にあったのだろうか。彼は 11年 12月 9日、
参謀局を廃してできた参謀本部出仕を告げられ、退職を申し出たものの、翌 12年 1月 9日、参謀本部出仕と









　本節では『陸軍省沿革史』によりながら、当時の陸軍省が抱えていた問題をみておく。明治 10年 2月 4日
に西南戦争が勃発、9月 24日に終結したものの、鎮圧のための支出は 4200万円という膨大な額にのぼった。
すでに 1月 4日に地租軽減の詔書が出され、地価の 3％から 2.5％に軽減することが決まっていたので、政府
は 12月 27日、西南戦争の補填として予備紙幣 2700万円を発行するとともに、同月には閣議で各省の定額 5























課題だったが、ここでは 5年 2月 28日に、兵部省を解体して発足した陸軍省による海岸防禦方針について、
簡単にみておく。
　明治 5年 4月 11日（1872年 5月 17日）、団長マルクリー中佐やジュールダン工兵大尉ら 16名の第二次フ













































































































の理解に直接関わるものとして 2点あげる。第 1は服役年の変更である。それまでの常備軍 3年、後備軍 4
年の計 7年から、20歳の男子でくじで当たった者が 3年服役する常備軍（このうち技芸に優れ、品行方正の
者は 6ヶ月で近衛兵に抜擢して 3年服役）、予備軍（常備軍を終わった者が 3年服役し、1年に 1度屯営で技
芸を復習）、後備軍（予備軍 3年を終わった者が 4年服役し、1年に 1度便宜の地で技芸を復習）の計 10年と
なった。なお国民軍は全国の 17歳～40歳までの男子で、全国大挙の際に守衛にあたる。（第 1条～第 8条）。
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校教員・文部省所轄かその他の省使に属する官立学校教員（第 27条～第 28条））、③平時の兵役免除（50歳
未満の者の嗣子か承祖の孫、陸海軍生徒、公立師範学校・中学校・専門学校の卒業生など（第 29条））、④平
時の 1年徴集猶予（第 30条）の 4種類が設けられた。































































治 11年の 20歳男子は 327,289人で、そのうち翌年回しは 9,623人、免役者は 290,785人であった。12年の




身幹定尺未満 6739人・官吏 763人・「公塾の生徒」529人・常備兵在役かその兄弟 300人・戸主 88772人・














には歩兵 14連隊、騎兵 3大隊、輜重兵 7小隊がおり、総数は平時で 13600人、戦時で 20510人にすぎなかっ













　第 20回講演によれば、275,000人の操練の方法は次のような計画による。① 275,000人を二分して 137,500
人ずつとし、1月～6月生まれと 7月～12月生まれの組に分ける。全国に師管の営所は 55箇所あるので、
137,500人を配分すると 1カ所 2,500人ずつ、およそ 1連隊を編制できる人数となる。1カ所で 800人強の
大隊 3隊の 1連隊 2,500人の生兵を、春秋両度 3ヶ月ずつ教練する。こうして毎年 275,000人に、一通りの操
兵を学ばせ、有事の際には調練を加えて軍役につかせる予備軍を構成する。ただ、騎兵は馬も必要なので、ま










ると、1人 1日精米 6合、玄米で 6合 6勺、代価 6.6銭、3.4銭は塩・味噌代で、1人 1日 10銭、1ヶ月 30日
で 3円かかる。後期 3ヶ月の雇工銭を 1日 1人 20銭とすれば、それで 1日 10銭 6ヶ月分の食糧費をまかなえ





















































































　徴兵制以外の点でも「兵賦論」の主張は実現をみている。西は 14年 6月から 18年 8月まで東京師範学校
の校務嘱託をつとめるが、その間の 16年に東京師範学校には歩兵操練が導入された。東京湾砲台建築も 15
年にオランダ将校を顧問として招聘することになり、中山道幹線も 16年に敷設が決定し、17年には東西両
端（大垣－加納と高崎－横川）が起工した。
　西は陸軍省や参謀本部の官僚として現実に向き合い、日本の軍事のあり方を提案した。「兵賦論」は実際的・
具体的であると同時に、徴兵令改正の歴史において先駆的提言であったと結論できよう。これまで山県有朋の
名前に隠れ、その貢献はあまり注目されていなかったが、彼が与えた影響を再評価する必要があろう。
　学校教育がいまだ整備されていない段階で、西は成人男子から徴集される徴兵制軍隊を、秩序に従う人間を
育成する空間としても考えていた。自立した精神と国防意識を養う「教育の場」として、軍隊をとらえていた
のである。その意味で西にとって軍人社会とは、国の独立を実現するための国民教育の場であり、近代市民社
会と接続する空間だったとも言えよう。
【付記】 　本論文は、2019年度～2023年度科学研究費補助金・基盤研究（A）（研究代表者：谷口眞子）「一九世紀を中心とした
軍事的学知をめぐる人と書物の交錯」（研究課題番号 19H00547）による研究成果の一部である。
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